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 ※１ 参議院事務局企画調整室が編集・発行する「立法と行政」（2012.10 No.333）に   
    おける『消費増税の諸課題-「社会保障・税一体改革」の国会論議-』（伊田賢司）で 
    は、消費税を１％増税することで得られる税収額は、2.7 兆円とされている。 
 ※２ 平成 27 年度予算（歳入）の公債金は約 37兆円であるから、※１の計算によれば、 
    現状の８％から 22％へ消費税率を上げることで、約 37.8 兆円の増収となり、公債 
    金を０にすることができるため、消費税率は22％と設定した。 

 
A 賛成  B 条件付賛成  C 反対 

Think！ 
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聞き取り調査 →調査対象【           】 ※概要を整理して記述 
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 ※１ 参議院事務局企画調整室が編集・発行する「立法と行政」（2012.10 No.333）に   
    おける『消費増税の諸課題-「社会保障・税一体改革」の国会論議-』（伊田賢司）で 
    は、消費税を１％増税することで得られる税収額は、2.7 兆円とされている。 
 ※２ 平成 27 年度予算（歳入）の公債金は約 37兆円であるから、※１の計算によれば、 
    現状の８％から 22％へ消費税率を上げることで、約 37.8 兆円の増収となり、公債 
    金を０にすることができるため、消費税率は22％と設定した。 

 
A 賛成  B 条件付賛成  C 反対 

Think！ 
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単元を貫く学習課題に対する立場と条件・理由の要約 

Discussion 

「2019年４月１日からの消費税率 22％への引き上げ」に対する考え 
A B C 条件または理由 

                                             

                                           

                                           

                                            

                                              

                                            

                                                

A B C 条件または理由の要約 
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